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演題番号：B9

乳用牛預託育成牧場における京都府内での後継牛育成体制強化へ向けた取組
（第2報）
○前田真彬，森　一憲
京都府中丹家保

1．はじめに：高齢化や担い手不足の影響により酪農家戸数
の減少が続く中、京都府内の乳用後継牛育成体制を強化する
ため、平成 31 年 4 月から生産者団体と京都府がリレー方式で
預託育成を行う取組を開始。京都府中丹家畜保健衛生所（以
下：当所）は関係機関と連携し、衛生管理に重点を置いた支
援を実施しており、その成果について検討を行った。
2．材料および方法：京都府綾部市にあるJA全農哺育セン
ターに京都府内の生産農場から哺乳牛を導入し、8～11 か月
齢まで育成後、種付け牧場へ預託。受胎後は約 22 か月齢で
JA全農哺育センターを経由もしくは直接生産農場へ帰牧。当
所は関係機関と連携し、導入時の健康調査（臨床検査、血液
生化学検査）、牛ウイルス性下痢ウイルス（以下：BVDV）検
査、サルモネラ検査、ワクチンプログラムの作成及び定期的
な衛生管理指導を実施。支援内容を取りまとめるとともに、
本事業を活用する生産農場への聞き取りを行った。
3．結　果：平成 31 年 4 月から令和 6 年 3 月までの 5 年間で
587 頭を導入。本事業を活用する府内の生産農場は 25.5%（13
戸/51 戸）から 41.7%（20 戸/48 戸）に増加。導入時の健康調
査結果は関係機関や診療獣医師と共有し、死亡率は 1.0％（6

頭/587 頭）。また、健康調査結果を生産農場へフィードバッ
クし、飼養管理指導を行ったところ導入牛の肉付きや毛づや
等の健康状態が改善。BVDV検査では 2 頭の陽性牛の摘発淘
汰、サルモネラ検査では 1 頭の陽性牛の隔離と牛舎消毒を実
施し、農場での蔓延と他農場への伝播を防止。ワクチンプロ
グラムは、2回/年の定期的な抗体価測定を行い随時見直すと
ともに効果を確認。衛生管理指導では、カラスをはじめとし
た野生動物侵入防止対策、飲水消毒対策等を実施し、農場の
衛生環境が改善。利用者からは手間のかかる哺乳期間から預
託でき、省力化に繋がる取組であると高い評価が得られた。
4．考察および結語：本事業により、当所が関係機関と連携し
て衛生管理支援を行うことで生産者の飼養管理意識の向上、
農場内外における疾病予防、生産者の労働負担の軽減等の成
果が認められた。引き続き、継続的な導入時検査・衛生管理
指導等の支援を行い、京都府内の酪農生産基盤の確保・向上
に努めていく。

演題番号：B10

分娩による死廃事故が増加した管内2酪農場における初産牛への分娩誘起実
施効果
○石原竜之介
NOSAI ひょうご 丹波家畜診療所

1．はじめに：管内 2 酪農場で 2022 年に初産牛の分娩による
死廃事故が増加した。そこで、2023 年から分娩事故を低減さ
せることを目的として分娩誘起を実施した。また、2019 年か
ら 2023 年までの分娩事故発生状況について調査し、分娩誘
起が分娩後の繁殖成績に及ぼす影響について検討した。
2．材料および方法：A農場（搾乳牛 109 頭）およびB農場（搾
乳牛 56 頭）において調査した。分娩誘起はプロスタグランジ
ンF2 α製剤単独またはプロスタグランジンF2 α製剤と副腎
皮質ホルモン製剤の併用とした。（1）2019 年 1 月から 2023 年
12 月までの 5 年間に出産した初産牛を調査対象とした。調査
項目は死産発生率、分娩後の母牛死廃事故発生率ならびに分
娩時の胎齢とした。（2）2023 年 1 月から 12 月に分娩した初産
牛 58 頭のうち、分娩誘起を実施した 27 頭を処置群とし、実
施していない31頭を無処置群とした。調査項目は分娩後平均
初回人工授精（AI）日数および空胎日数とした。
3．結　果：（1）2019 年から 2023 年までの 5 年間の死産発生
率は0.0％、6.4％、2.1％、9.5％、0.0％であった。母牛死廃事故
発生率は 2019 年から順に 0.0％、2.1％、2.1％、11.9％、3.4％
であった。胎齢が290 日を超えて分娩した牛の割合は2019 年

から順に 0.0％、0.0％、2.3％、9.5％、0.0％であった。（2）2023
年における平均初回AI日数は処置群 97.2 ± 34.7 日であり、
無処置群 118.5 ± 32.9 日であった。平均空胎日数は、処置群
106.3 ± 25.6 日であり、無処置群 165.5 ± 64.4 日であった。初
回AI日数、空胎日数ともに処置群が無処置群に対して有意に
短縮した。
4．考察および結語：2022 年は 2021 年までと比べ胎齢が延
長したことで過大子となり分娩事故が増えたと考えられた。
2023 年は分娩誘起を実施したことで過大子になるのを防ぐこ
とができた。加えて、2023 年は分娩誘起を行ったことで分娩
までのおおよその時間を予測可能になり、畜主が分娩に立ち
会う機会が増え、適切な介助により分娩事故を減らせたと考
えられる。また、初回AI日数および空胎日数が短縮し、繁殖
成績の向上にもつながった。以上により、初産牛の分娩事故
が多い農場では、分娩誘起は死廃事故を低減し、繁殖成績の
向上に寄与すると考えられる。
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